
議案第１２号  

甲賀市個人情報保護条例の一部を改正する条例の制定について 

上記の議案を提出する。  

令和４年２月１７日  

甲賀市長  岩 永 裕 貴   

 



甲賀市個人情報保護条例の一部を改正する条例 

甲賀市個人情報保護条例（平成１６年甲賀市条例第１６号）の一部を次のように

改正する。 

第２条第２号中「行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律（平成１５年

法律第５８号）第２条第３項」を「個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律

第５７号）第２条第２項」に改め、同条第７号中「独立行政法人等の保有する個人

情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５９号）第２条第１項」を「個人情報

の保護に関する法律第２条第９項」に改める。 

   付 則 

 この条例は、令和４年４月１日から施行する。 
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議案第１２号参考資料 

甲賀市個人情報保護条例新旧対照表 

改正案 現行 

（定義） （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号

に定めるところによる。 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号

に定めるところによる。 

（１） （略） （１） （略） 

（２） 個人識別符号 個人情報の保護に関する法律（平成１５年法

律第５７号）第２条第２項                  に規定する個人識別

符号をいう。 

（２） 個人識別符号 行政機関の保有する個人情報の保護に関する

法律（平成１５年法律第５８号）第２条第３項に規定する個人識別

符号をいう。 

（３）～（６） （略） （３）～（６） （略） 

（７） 独立行政法人等 個人情報の保護に関する法律第２条第９項 

                                                  に規定する

独立行政法人等をいう。 

（７） 独立行政法人等 独立行政法人等の保有する個人情報の保護

に関する法律（平成１５年法律第５９号）第２条第１項に規定する

独立行政法人等をいう。 

（８）～（１４） （略） （８）～（１４） （略） 

   付 則  

 この条例は、令和４年４月１日から施行する。  

 



議案第１３号  

甲賀市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例の制定について  

上記の議案を提出する。   

令和４年２月１７日  

甲賀市長  岩 永 裕 貴   



甲賀市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例 

甲賀市職員の育児休業等に関する条例（平成１６年甲賀市条例第２７号）の一部

を次のように改正する。 

第２条第３号ア（ア）を削り、同号ア（イ）中「特定職に引き続き」を「引き続

いて任命権者を同じくする職（以下「特定職」という。）に」に改め、同号ア中（イ）

を同号（ア）とし、（ウ）を（イ）とする。 

第１９条中「育児短時間勤務又は育児休業法第１７条の規定による短時間勤務を

している」を「次に掲げる」に改め、同条に次の各号を加える。 

（１） 育児短時間勤務又は育児休業法第１７条の規定による短時間勤務をして

いる職員 

（２） 勤務日の日数及び勤務日ごとの勤務時間を考慮して規則で定める非常勤

職員以外の非常勤職員（再任用短時間勤務職員等を除く。） 

第２３条を第２５条とし、第２２条の次に次の２条を加える。 

（妊娠又は出産等についての申出があった場合における措置等） 

第２３条 任命権者は、職員が当該任命権者に対し、当該職員又はその配偶者が妊

娠し、又は出産したことその他これに準ずる事実を申し出たときは、当該職員に

対して、育児休業に関する制度その他の事項を知らせるとともに、育児休業の承

認の請求に係る当該職員の意向を確認するための面談その他の措置を講じなけれ

ばならない。 

２ 任命権者は、職員が前項の規定による申出をしたことを理由として、当該職員

が不利益な取扱いを受けることがないようにしなければならない。 

（勤務環境の整備に関する措置） 

第２４条 任命権者は、育児休業の承認の請求が円滑に行われるようにするため、

次に掲げる措置を講じなければならない。 

（１） 職員に対する育児休業に係る研修の実施 

（２） 育児休業に関する相談体制の整備 

（３） その他育児休業に係る勤務環境の整備に関する措置 

   付 則 

 この条例は、令和４年４月１日から施行する。 



1/3 

議案第１３号参考資料 

甲賀市職員の育児休業等に関する条例新旧対照表 

改正案 現行 

（育児休業をすることができない職員） （育児休業をすることができない職員） 

第２条 育児休業法第２条第１項の条例で定める職員は、次に掲げる職

員とする。 

第２条 育児休業法第２条第１項の条例で定める職員は、次に掲げる職

員とする。 

（１）及び（２） （略） （１）及び（２） （略） 

（３） 次のいずれかに該当する非常勤職員以外の非常勤職員 （３） 次のいずれかに該当する非常勤職員以外の非常勤職員 

ア 次のいずれにも該当する非常勤職員 ア 次のいずれにも該当する非常勤職員 

 （ア） 任命権者を同じくする職（以下「特定職」という。）に

引き続き在職した期間が１年以上である非常勤職員 

（ア） その養育する子（育児休業法第２条第１項に規定する子

をいう。以下同じ。）が１歳６月に達する日（以下「１歳６月

到達日」という。）（第２条の４の規定に該当する場合にあっ

ては、２歳に達する日）までに、その任期（任期が更新される

場合にあっては、更新後のもの）が満了すること及び引き続い

て任命権者を同じくする職（以下「特定職」という。）に採用

されないことが明らかでない非常勤職員 

（イ） その養育する子（育児休業法第２条第１項に規定する子

をいう。以下同じ。）が１歳６月に達する日（以下「１歳６月

到達日」という。）（第２条の４の規定に該当する場合にあっ

ては、２歳に達する日）までに、その任期（任期が更新される

場合にあっては、更新後のもの）が満了すること及び特定職に

引き続き                                            採用

されないことが明らかでない非常勤職員 

（イ） 勤務日の日数を考慮して規則で定める非常勤職員 （ウ） 勤務日の日数を考慮して規則で定める非常勤職員 

イ及びウ （略） イ及びウ （略） 

（部分休業をすることができない職員） （部分休業をすることができない職員） 
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第１９条 育児休業法第１９条第１項の条例で定める職員は、次に掲げ

る                                                          職

員とする。 

第１９条 育児休業法第１９条第１項の条例で定める職員は、育児短時

間勤務又は育児休業法第１７条の規定による短時間勤務をしている職

員とする。 

（１） 育児短時間勤務又は育児休業法第１７条の規定による短時間

勤務をしている職員 

 

（２） 勤務日の日数及び勤務日ごとの勤務時間を考慮して規則で定

める非常勤職員以外の非常勤職員（再任用短時間勤務職員等を除

く。） 

 

（妊娠又は出産等についての申出があった場合における措置等） 

第２３条 任命権者は、職員が当該任命権者に対し、当該職員又はその

配偶者が妊娠し、又は出産したことその他これに準ずる事実を申し出

たときは、当該職員に対して、育児休業に関する制度その他の事項を

知らせるとともに、育児休業の承認の請求に係る当該職員の意向を確

認するための面談その他の措置を講じなければならない。 

２ 任命権者は、職員が前項の規定による申出をしたことを理由とし

て、当該職員が不利益な取扱いを受けることがないようにしなければ

ならない。 

 

（勤務環境の整備に関する措置） 

第２４条 任命権者は、育児休業の承認の請求が円滑に行われるように

するため、次に掲げる措置を講じなければならない。 

（１） 職員に対する育児休業に係る研修の実施 

（２） 育児休業に関する相談体制の整備 
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（３） その他育児休業に係る勤務環境の整備に関する措置 

（委任） （委任） 

第２５条 （略） 第２３条 （略） 

   付 則 

 この条例は、令和４年４月１日から施行する。 

 

 



 

 
 

議案第１４号 

甲賀市議会の議員の議員報酬等に関する条例の一部を改正する条例の制定につい

て 

上記の議案を提出する。 

令和４年２月１７日 

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□甲賀市長□□岩 永 裕 貴 

 

 

 

 

 



   甲賀市議会の議員の議員報酬等に関する条例の一部を改正する条例 

 甲賀市議会の議員の議員報酬等に関する条例（平成１６年甲賀市条例第３２号）

の一部を次のように改正する。 

 第５条第２項ただし書中「１００分の１２７．５」を「１００分の１２０」に、

「１００分の１６７．５」を「１００分の１６２．５」に改める。 

 付則に次の１項を加える。 

 （令和４年６月に支給する期末手当に関する特例措置） 

１１ 令和４年６月に支給する議員の期末手当の額は、この条例による改正後の第

５条第２項の規定にかかわらず、この規定により算定される期末手当の額（以下

この項において「基準額」という。）から、令和３年１２月に支給された期末手

当の額に１６７．５分の１０を乗じて得た額（以下この項において「調整額」と

いう。）を減じた額とする。この場合において、調整額が基準額以上となるとき

は、期末手当は、支給しない。 

   付 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第１４号参考資料 

甲賀市議会の議員の議員報酬等に関する条例新旧対照表 

改正案 現行 

（期末手当） （期末手当） 

第５条 （略） 第５条 （略） 

２ 期末手当の額は、一般職の職員の例によるものとする。ただし、期

末手当の額の算定に当たっては、甲賀市職員の給与に関する条例（平

成１６年甲賀市条例第３８号）第２１条第２項中「１００分の１２０

 」とあるのは「１００分の１６２．５」とし、同条第４項の期末手

当基礎額は、議員報酬月額及びその議員報酬の月額に１００分の２０

を乗じて得た額を加算した額とする。 

付 則 

 （令和４年６月に支給する期末手当に関する特例措置） 

１１ 令和４年６月に支給する議員の期末手当の額は、この条例による改

正後の第５条第２項の規定にかかわらず、この規定により算定される期

末手当の額（以下この項において「基準額」という。）から、令和３年

１２月に支給された期末手当の額に１６７．５分の１０を乗じて得た額

（以下この項において「調整額」という。）を減じた額とする。この場

合において、調整額が基準額以上となるときは、期末手当は、支給しな

い。 

付 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

２ 期末手当の額は、一般職の職員の例によるものとする。ただし、期

末手当の額の算定に当たっては、甲賀市職員の給与に関する条例（平

成１６年甲賀市条例第３８号）第２１条第２項中「１００分の１２７．

５」とあるのは「１００分の１６７．５」とし、同条第４項の期末手

当基礎額は、議員報酬月額及びその議員報酬の月額に１００分の２０

を乗じて得た額を加算した額とする。 

   付 則 

 



 

 
 

議案第１５号 

甲賀市特別職の職員の給与等に関する条例及び甲賀市教育委員会教育長の給与等

に関する条例の一部を改正する条例の制定について 

上記の議案を提出する。 

令和４年２月１７日 

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□甲賀市長□□岩 永 裕 貴 

 

 

 

 

 



   甲賀市特別職の職員の給与等に関する条例及び甲賀市教育委員会教育 

長の給与等に関する条例の一部を改正する条例 

 （甲賀市特別職の職員の給与等に関する条例の一部改正）  

第１条 甲賀市特別職の職員の給与等に関する条例（平成１６年甲賀市条例第３５

号）の一部を次のように改正する。  

  第４条ただし書中「１００分の１２７．５」を「１００分の１２０」に、「１０

０分の１６７．５」を「１００分の１６２．５」に改める。 

  付則に次の１項を加える。 

  （令和４年６月に支給する期末手当に関する特例措置） 

 ４３ 令和４年６月に支給する市長等の期末手当の額は、この条例による改正後

の第４条の規定にかかわらず、この規定により算定される期末手当の額（以下

この項において「基準額」という。）から、令和３年１２月に支給された期末手

当の額に１６７．５分の１０を乗じて得た額（以下この項において「調整額」

という。）を減じた額とする。この場合において、調整額が基準額以上となると

きは、期末手当は、支給しない。 

 （甲賀市教育委員会教育長の給与等に関する条例の一部改正） 

第２条 甲賀市教育委員会教育長の給与等に関する条例（平成１６年甲賀市条例第

３７号）の一部を次のように改正する。  

  付則に次の１項を加える。  

  （令和４年６月に支給する期末手当に関する特例措置）  

 １７ 令和４年６月に支給する教育長の期末手当の額は、第４条の規定にかかわ

らず、この規定により算定される期末手当の額（以下この項において「基準額」

という。）から、令和３年１２月に支給された期末手当の額に１６７．５分の１

０を乗じて得た額（以下この項において「調整額」という。）を減じた額とする。

この場合において、調整額が基準額以上となるときは、期末手当は、支給しな

い。 

   付 則  

 この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第１５号参考資料 

＜第１条関係＞ 

甲賀市特別職の職員の給与等に関する条例新旧対照表 

改正案 現行 

（給与の額） （給与の額） 

第４条 第２条に掲げる給料以外の給与の額については、一般職に属す

る職員の例（以下「一般職の職員の例」という。）によるものとする。

ただし、期末手当の額の算定に当たっては、甲賀市職員の給与に関す

る条例（平成１６年甲賀市条例第３８号）第２１条第２項中「１００

分の１２０  」とあるのは「１００分の１６２．５」とし、同条第

４項の期末手当基礎額は、給料の月額及びその給料の月額に１００分

の２０を乗じて得た額を加算した額とする。 

付 則 

 （令和４年６月に支給する期末手当に関する特例措置） 

４３ 令和４年６月に支給する市長等の期末手当の額は、この条例による

改正後の第４条の規定にかかわらず、この規定により算定される期末手

当の額（以下この項において「基準額」という。）から、令和３年１２

月に支給された期末手当の額に１６７．５分の１０を乗じて得た額（以

下この項において「調整額」という。）を減じた額とする。この場合に

おいて、調整額が基準額以上となるときは、期末手当は、支給しない。 

第４条 第２条に掲げる給料以外の給与の額については、一般職に属す

る職員の例（以下「一般職の職員の例」という。）によるものとする。

ただし、期末手当の額の算定に当たっては、甲賀市職員の給与に関す

る条例（平成１６年甲賀市条例第３８号）第２１条第２項中「１００

分の１２７．５」とあるのは「１００分の１６７．５」とし、同条第

４項の期末手当基礎額は、給料の月額及びその給料の月額に１００分

の２０を乗じて得た額を加算した額とする。 

   付 則 
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＜第２条関係＞ 

甲賀市教育委員会教育長の給与等に関する条例新旧対照表 

改正案 現行 

付 則 

 （令和４年６月に支給する期末手当に関する特例措置） 

１７ 令和４年６月に支給する教育長の期末手当の額は、第４条の規定に

かかわらず、この規定により算定される期末手当の額（以下この項にお

いて「基準額」という。）から、令和３年１２月に支給された期末手当

の額に１６７．５分の１０を乗じて得た額（以下この項において「調整

額」という。）を減じた額とする。この場合において、調整額が基準額

以上となるときは、期末手当は、支給しない。 

付 則 

付 則 

この条例は、公布の日から施行する。 



 

 
 

議案第１６号 

甲賀市職員の給与に関する条例及び甲賀市一般職の任期付職員の採用等に関する

条例の一部を改正する条例の制定について 

上記の議案を提出する。 

令和４年２月１７日 

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□甲賀市長□□岩 永 裕 貴 

 

 

 

 

 



   甲賀市職員の給与に関する条例及び甲賀市一般職の任期付職員の採用 

   等に関する条例の一部を改正する条例 

 （甲賀市職員の給与に関する条例の一部改正） 

第１条 甲賀市職員の給与に関する条例（平成１６年甲賀市条例第３８号）の一部

を次のように改正する。 

  第２１条第２項中「１００分の１２７．５」を「１００分の１２０（甲賀市職

員の特殊勤務手当に関する条例（平成１６年甲賀市条例第３９号）第１９条の規

定により保育士等臨時手当の支給を受けている職員（以下この条において「保育

士等臨時手当支給職員」という。）にあっては、１００分の１２７．５）」に、

「１００分の１０７．５」を「１００分の１００（保育士等臨時手当支給職員に

あっては、１００分の１０７．５）」に改め、同条第３項中「１００分の１２７．

５」を「１００分の１２０（保育士等臨時手当支給職員にあっては、１００分の

１２７．５）」に、「１００分の７２．５」を「１００分の６７．５（保育士等

臨時手当支給職員にあっては、１００分の７２．５）」に、「１００分の１０７．

５」を「１００分の１００（保育士等臨時手当支給職員にあっては、１００分の

１０７．５）」に、「１００分の６２．５」を「１００分の５７．５（保育士等

臨時手当支給職員にあっては、１００分の６２．５）」に改める。 

 （甲賀市一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部改正） 

第２条 甲賀市一般職の任期付職員の採用等に関する条例（平成３１年甲賀市条例

第１号）の一部を次のように改正する。 

  第８条第２項中「１００分の１２７．５」を「１００分の１２０」に、「１０

０分の１６７．５」を「１００分の１６２．５」に改める。 

   付 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

 （令和４年６月に支給する期末手当に関する特例措置） 

２ 令和４年６月に支給する期末手当の額は、第１条の規定による改正後の甲賀市

職員の給与に関する条例（第１号イにおいて「新給与条例」という。）第２１条

第２項（同条第３項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）並びに甲賀

市職員の給与に関する条例（以下この項において「給与条例」という。）第２１



条第４項から第６項まで（甲賀市職員の育児休業等に関する条例（平成１６年甲

賀市条例第２７号）第１６条の規定により読み替えて適用する場合を含む。）若

しくは第２７条第１項から第３項まで、第５項若しくは第６項又は甲賀市職員の

公益法人等への派遣等に関する条例（平成１６年甲賀市条例第１９号）第４条及

び第７条の規定にかかわらず、これらの規定により算定される期末手当の額（以

下この項において「基準額」という。）から、令和３年１２月に支給された期末

手当の額に、同月１日（同日前１月以内に退職した者にあっては、当該退職をし

た日）における次の各号に掲げる職員（給与条例の適用を受ける者をいう。以下

この項において同じ。）の区分ごとに、それぞれ当該各号に定める割合を乗じて

得た額（以下この項において「調整額」という。）を減じた額とする。この場合

において、調整額が基準額以上となるときは、期末手当は、支給しない。 

 （１） 再任用職員（地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２８条の４

第１項、第２８条の５第１項又は第２８条の６第１項若しくは第２項の規定に

より採用された職員。以下「再任用職員」という。）以外の職員 次に掲げる

職員の区分に応じ、それぞれ次に定める割合 

  ア イに掲げる職員以外の職員 １２７．５分の１５ 

  イ 新給与条例第２１条第２項に規定する特定管理職員（次号イにおいて「特

定管理職員」という。） １０７．５分の１５ 

 （２） 再任用職員 次に掲げる職員の区分に応じ、それぞれ次に定める割合 

  ア イに掲げる職員以外の職員 ７２．５分の１０ 

  イ 特定管理職員 ６２．５分の１０ 

 （規則への委任） 

３ 前項に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 
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議案第１６号参考資料 

＜第１条関係＞ 

甲賀市職員の給与に関する条例新旧対照表 

改正案 現行 

（期末手当） （期末手当） 

第２１条 （略） 第２１条 （略） 

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に、１００分の１２０（甲賀市職

員の特殊勤務手当に関する条例（平成１６年甲賀市条例第３９号）第

１９条の規定により保育士等臨時手当の支給を受けている職員（以下

この条において「保育士等臨時手当支給職員」という。）にあっては、

１００分の１２７．５）を乗じて得た額（行政職給料表の適用を受け

る職員でその職務の級が５級以上であるもの並びに同表以外の各給料

表の適用を受ける職員でその職務の複雑、困難及び責任の度等がこれ

に相当するもの（これらの職員のうち、規則で定める職員に限る。第

２２条及び付則第１７項において「特定管理職員」という。）にあっ

ては、１００分の１００（保育士等臨時手当支給職員にあっては、１

００分の１０７．５）を乗じて得た額）に、基準日以前６箇月以内の

期間におけるその者の在職期間の次の各号に掲げる区分に応じ、当該

各号に定める割合を乗じて得た額とする。 

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に、１００分の１２７．５     

                                 

                                 

                                 

            を乗じて得た額（行政職給料表の適用を受け 

る職員でその職務の級が５級以上であるもの並びに同表以外の各給料 

表の適用を受ける職員でその職務の複雑、困難及び責任の度等がこれ 

に相当するもの（これらの職員のうち、規則で定める職員に限る。第 

２２条及び付則第１７項において「特定管理職員」という。）にあっ 

ては、１００分の１０７．５                    

           を乗じて得た額）に、基準日以前６箇月以内の 

期間におけるその者の在職期間の次の各号に掲げる区分に応じ、当該 

各号に定める割合を乗じて得た額とする。 

（１）～（４） （略） （１）～（４） （略） 

３ 再任用職員に対する前項の規定の適用については、同項中「１００ ３ 再任用職員に対する前項の規定の適用については、同項中「１００
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分の１２０（保育士等臨時手当支給職員にあっては、１００分の１２

７．５）」とあるのは「１００分の６７．５（保育士等臨時手当支給

職員にあっては、１００分の７２．５）」と、「１００分の１００（保

育士等臨時手当支給職員にあっては、１００分の１０７．５）」とあ

るのは「１００分の５７．５（保育士等臨時手当支給職員にあっては、

１００分の６２．５）」とする。 

分の１２７．５                        

    」とあるのは「１００分の７２．５           

                   」と、「１００分の１０７．

５                           」とあ

るのは「１００分の６２．５                   

          」とする。 

４～６ （略） ４～６ （略） 

＜第２条関係＞ 

甲賀市一般職の任期付職員の採用等に関する条例新旧対照表 

改正案 現行 

（給与条例の適用除外等） （給与条例の適用除外等） 

第８条 （略） 第８条 （略） 

２ 特定任期付職員に対する給与条例第２０条の２第１項及び第２１条

第２項の規定の適用については、給与条例第２０条の２第１項中「管

理職員が」とあるのは「甲賀市一般職の任期付職員の採用等に関する

条例（平成３１年甲賀市条例第１号）第２条第１項の規定により任期

を定めて採用された職員（以下「特定任期付職員」という。）が」と、

「当該管理職員」とあるのは「当該特定任期付職員」と、給与条例第

２１条第２項中「１００分の１２０  」とあるのは「１００分の１

６２．５」と読み替えるものする。 

２ 特定任期付職員に対する給与条例第２０条の２第１項及び第２１条

第２項の規定の適用については、給与条例第２０条の２第１項中「管

理職員が」とあるのは「甲賀市一般職の任期付職員の採用等に関する

条例（平成３１年甲賀市条例第１号）第２条第１項の規定により任期

を定めて採用された職員（以下「特定任期付職員」という。）が」と、

「当該管理職員」とあるのは「当該特定任期付職員」と、給与条例第

２１条第２項中「１００分の１２７．５」とあるのは「１００分の１

６７．５」と読み替えるものする。 

３ （略） ３ （略） 
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   付 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

 （令和４年６月に支給する期末手当に関する特例措置） 

２ 令和４年６月に支給する期末手当の額は、第１条の規定による改正

後の甲賀市職員の給与に関する条例（第１号イにおいて「新給与条例」

という。）第２１条第２項（同条第３項の規定により読み替えて適用

する場合を含む。）並びに甲賀市職員の給与に関する条例（以下この

項において「給与条例」という。）第２１条第４項から第６項まで（甲

賀市職員の育児休業等に関する条例（平成１６年甲賀市条例第２７号）

第１６条の規定により読み替えて適用する場合を含む。）若しくは第

２７条第１項から第３項まで、第５項若しくは第６項又は甲賀市職員

の公益法人等への派遣等に関する条例（平成１６年甲賀市条例第１９

号）第４条及び第７条の規定にかかわらず、これらの規定により算定

される期末手当の額（以下この項において「基準額」という。）から、

令和３年１２月に支給された期末手当の額に、同月１日（同日前１月

以内に退職した者にあっては、当該退職をした日）における次の各号

に掲げる職員（給与条例の適用を受ける者をいう。以下この項におい

て同じ。）の区分ごとに、それぞれ当該各号に定める割合を乗じて得

た額（以下この項において「調整額」という。）を減じた額とする。

この場合において、調整額が基準額以上となるときは、期末手当は、

支給しない。 

 （１） 再任用職員（地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第
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２８条の４第１項、第２８条の５第１項又は第２８条の６第１項若し

くは第２項の規定により採用された職員。以下「再任用職員」という。）

以外の職員 次に掲げる職員の区分に応じ、それぞれ次に定める割合 

  ア イに掲げる職員以外の職員 １２７．５分の１５ 

  イ 新給与条例第２１条第２項に規定する特定管理職員（次号イに

おいて「特定管理職員」という。） １０７．５分の１５ 

 （２） 再任用職員 次に掲げる職員の区分に応じ、それぞれ次に定

める割合 

  ア イに掲げる職員以外の職員 ７２．５分の１０ 

  イ 特定管理職員 ６２．５分の１０ 

 （規則への委任） 

３ 前項に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規

則で定める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 
 

議案第１７号 

甲賀市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例の制定について 

上記の議案を提出する。 

令和４年２月１７日 

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□甲賀市長□□岩 永 裕 貴 

 

 

 

 

 



   甲賀市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例  

 甲賀市職員の特殊勤務手当に関する条例（平成１６年甲賀市条例第３９号）の一

部を次のように改正する。 

 第２条に次の１号を加える。 

 （１７） 保育士等臨時手当 

 第１９条を第２０条とし、第１８条の次に次の１条を加える。 

 （保育士等臨時手当） 

第１９条 保育園及び幼稚園に勤務する職員に、その者の勤務日数又は勤務時間に

応じて１月当たり９，０００円の範囲内で市長が別に定める額を保育士等臨時手

当として支給する。 

   付 則 

 この条例は、公布の日から施行し、令和４年２月１日から適用する。 
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議案第１７号参考資料 

甲賀市職員の特殊勤務手当に関する条例新旧対照表 

改正案 現行 

（特殊勤務手当の種類） （特殊勤務手当の種類） 

第２条 特殊勤務手当の種類は、次のとおりとする。 第２条 特殊勤務手当の種類は、次のとおりとする。 

（１）～（１６） （略） （１）～（１６） （略） 

（１７） 保育士等臨時手当  

（保育士等臨時手当） 

第１９条 保育園及び幼稚園に勤務する職員に、その者の勤務日数又は

勤務時間に応じて１月当たり９，０００円の範囲内で市長が別に定め

る額を保育士等臨時手当として支給する。 

 

（委任） （委任） 

第２０条 （略） 第１９条 （略） 

   付 則  

 この条例は、公布の日から施行し、令和４年２月１日から適用する。  
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